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微動のアレー観測記録を用いた地盤構造の推定法にはこれまで，周波数-波数スペクトル法や空間自己相関法
に基づいて位相速度を推定し，これを用いて逆解析によって構造を推定する，という方法が広く利用されてき
た。これらの解析法を適用するにはできる限り正三角形に近い地震計配置のもとで，微動の多地点同時観測が
必要となる。実際にこのような多地点での観測は，機材をはじめとして，人員，適当な観測場所の確保等，多
くのリソースが必要となり容易に実行できない場合も少なくない。ところが，空間自己相関法の理論は，条件
によっては 2地点のみの観測から位相速度を推定可能であることを示唆しており，これらの問題解決に有効で
あると考えられる。そこで，微動が「様々な方向からまんべんなく」伝播していれば，2地点のみの同時観測
から位相速度を推定することが可能であること，およびそのときの空間自己相関係数の確率論的性質を解析的
に誘導した。また，実観測記録に基づいて，理論値と統計量の比較を行い，理論値と統計量の整合性が高い場
合には，位相速度が適切に推定されることを示したが，それ以外の場合にも位相速度が適切に推定される場合
があり，2点同時観測に基づく位相速度の推定が可能な条件は他にも存在する可能性が示唆された。

Key Words : spatial auto-correlation (SPAC) method, phase velocity, microtremors,
probability density function, observation

１．はじめに

微動を用いて地盤構造を推定するということは，こ
れまでにも広く行われてきた。しばしば行われている
ように，1地点での 3成分の微動観測に基づく水平動と
上下動のスペクトル比 (以下では H/Vと呼ぶ)のピー
ク周期を見る手法を用いた場合，浅い構造を詳細に分
類することが困難であることも少なくない。それに対
して，アレー観測記録を用いて位相速度を推定し，地
盤構造を同定する方法は一般にH/Vに比べて精度が高
い反面，観測機材，人員，適切な観測場所の確保，長
時間にわたる観測時間など多くの点で，1地点におけ
る単独 3成分観測に比して非常に多くの手間，リソー
スが必要である。従って，単独の 1地点観測に観測地
点を 1ヶ所増やすだけで，通常のアレー観測に近い精
度で位相速度を概略推定することができれば，非常に
便利かつ有用である。
微動のアレー観測では 4地点または 7地点での同時

観測を行って，周波数-波数スペクトル法 (F-K法)1),2)

や空間自己相関法 (SPAC法)3)˜7)などを用いて位相速
度を推定することが行われる。SPAC法においては，円
形アレーの中心におかれた観測点と円周上の観測点と
の空間自己相関の方位平均が位相速度の関数として理
論的に表現されている。しかも，その理論展開の過程
で，相関の方位平均をとることと，微動が種々の方向か
ら到来する場合に 1方向のみの 2点同時観測記録の相
関を用いることが，互いに同じ結果をもたらすであろ
うことが理論的に示唆されている。このことより，微動
が様々な方向からまんべんなく到来することがわかっ
ていれば，2地点での同時観測を長時間続けることで通
常のアレー観測と同等の結果を得られることが期待さ
れる。しかし，実際の微動がどの程度「様々な方向か
らまんべんなく」到来すれば理論と整合するのか，と
いった実際の応用のための検討はいまだ不十分であり，
適用範囲についてもあまりはっきりしたことはわかっ
ていない。
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1秒よりも長いやや長周期領域では，脈動成分が卓
越しており，海から伝播してくる波が定常的に存在す
ると考えられる。そのため，2点同時観測を方位を変
えて繰り返した後，方位平均をとることで妥当な結果
が得られることが知られている8)。これは，脈動は一
方向に伝播する波が卓越する場合があり，その場合に
は方位平均が必要となることを意味している。
一方，短周期領域では微動源として自動車をはじめと

する人間生活にかかわる種々の人工的な振動が考えられ
るため，様々な方向から微動が到来する，と仮定するこ
とができる。Chávez-Garćıa et al.9)は 30分ほどの観測
記録に基づいて方位平均の必要性についての検討を行っ
ており，ある程度短い波長の微動に対しては方位平均な
しでも妥当な結果が得られることを示している。さら
に，近年，改めて注目されている Seismic Interferome-
try (地震波干渉法) 10)をもとに，横井・Margaryan11)

は SPAC法において方位平均を必ずしも必要としない
条件が存在し得ることを解析的に示唆している。
これらの研究成果は，SPAC法を用いた位相速度の

推定において方位平均が不要な場合がありうる，すな
わち，2地点での同時観測を行うだけで位相速度を推定
可能であるということを期待させるものである。2地
点のみの同時観測によって，位相速度を推定可能であ
ることが明らかになれば，あるいは，2点同時観測で
位相速度を推定可能な条件が明らかになれば，機材や
人員の点で大幅に観測リソースを削減できることにな
り，浅い地盤構造の推定において極めて有用となるで
あろう。本研究は方位平均を省略することによって観
測を簡略化するための基礎的検討を行うものである。

SPAC法の方位平均の必要性に関する具体的な検討
は，Chávez-Garćıa et al.9)以外には，これまでほとん
ど行われていない。そこで，本研究では，まず最初に
様々な方向からまんべんなくRayleigh波が伝播してい
るような波動場において，2地点で同時観測を行った場
合に空間自己相関係数がどのように推定されるか，を
理論的に示す。その後，この理論の妥当性を検討する
ために，地盤構造がわかっている場所において微動の
2点同時観測を実施し，それをもとに推定された位相
速度について議論する。さらに，応用例として 2点同
時観測による簡易なアレー観測を地盤構造が未知の地
点に適用した結果もあわせて示す。

２．2地点同時観測記録を用いた
空間自己相関係数の導出

(1) 問題設定と従来の SPAC法
SPAC法の理論的背景の誘導については多くの文献

3)˜7)に詳しいので，以下では，本研究の議論において
必要となる部分から式の展開をはじめる。
まず，図-1にパラメータの定義を示す。空間自己相

関法では，半径 rの円形アレーの中心と円周上に観測
点を配置するので，図-1はその様子を表している。定
常確率過程と看做す Rayleigh波 X(t)の伝播方向を ϕ

とし，中心および θ方向にある観測点で観測される微
動の上下動成分をそれぞれ，X(t, r0)，X(t, r0 +r1)と

θ
r0

r0 + r1

Rayleigh wave X(t)

X(t, r0 + r1)

X(t, r0)

r

Observation site

ϕ

図-1 パラメータの定義と観測点の配置

する。ここで，r0 はアレーの中心点の位置ベクトル，
r1はアレーの中心点から円周上の観測点に向かうベク
トルである。
このとき微動の上下動成分の空間自己相関を求める

と以下のようになる。

S(r, ω, θ; ϕ) =
∫ π

−π

exp[ikr cos(ϕ − θ)]

· h(ω, k, ϕ)kdϕ (1)

ここで，h(ω, k, ϕ)は微動のパワースペクトル密度関数，
kは微動の波数，ωは円振動数，i =

√
−1である。式

(1)において，r = 0とおくと，

S(0, ω, θ; ϕ) =
∫ π

−π

h(ω, k, ϕ)kdϕ (2)

となり，微動のパワーに関する関係式を得る。
通常の SPAC法では式 (1)の方位平均をとる，すな

わち，振動数 ωの調和成分ごとに θについて [−π, π]の
区間で積分をとって 2πで割り，その後，中心点でのパ
ワーで正規化することで空間自己相関係数 ρ(ω; r)を以
下のように求めている。

ρ(ω; r) = J0

(
ωr

c(ω)

)
(3)

ここで，J0( · )は第 1種 0次のベッセル関数で，c(ω)
は Rayleigh波の位相速度である。
実際の観測記録から空間自己相関係数を求める場合，

松岡ら6)のように，2地点の観測記録のクロススペクト
ルを計算してその実部の方位平均をとることで式 (3)
の左辺を要領よく求めることが可能である。すなわち，

ρ(ω; r) =
1
2π

∫ π

−π

<[S0r(ω, θ)]√
S00(ω)Srr(ω, θ)

dθ (4)

によって求められる。ここで，S00(ω)と Srr(ω, θ)は，
中心点と円周上の方向 θにおける観測点での微動のパ
ワースペクトル密度関数，S0r(ω, θ)はこれら 2地点で
の微動のクロススペクトル密度関数，<[ · ]は実部を
とることを表している。なお，クロススペクトルやパ
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ワースペクトルの計算では，振動数軸方向に適当な平
滑化をおこなって滑らかなスペクトルを求めることが
行われる。そのため，式 (4)の計算では，平滑化を行っ
たのち，2地点のパワースペクトルの相乗平均で正規
化して，方位平均をとる，という手順で自己相関係数
を求めることになる。実部のみをとるのは，方位平均
をとった結果，空間自己相関係数が実数になって虚部
が 0になることを利用したものである。

(2) 2点同時観測記録に基づく空間自己相関係数
式 (1)からわかるように，式 (1)の方位平均をとる演

算は θに関する積分であるが，ϕに関する積分とほぼ
対称となっており，このことが，方位平均をとるかわ
りに，ある特定の方向 θ = θ0で様々な方向から伝播し
てくる波を観測して空間自己相関係数を計算すること
で式 (1)の方位平均を代用可能である，と考える理論
的根拠である。ところが，式 (1)をよく見ると被積分
関数のなかに ϕを変数として含む関数 h(ω, k, ϕ)があ
るために，式 (1) の積分は容易には実行できないこと
がわかる。
以下では，ある特定の方向 θ0の観測点と中心点の 2

地点で同時観測を行ったときに，様々な方向から波が
伝播していれば，式 (3)と同じ結果が得られることを
示す。2つの観測点は固定されているため，図-1の横軸
をどのようにとっても結果が変わることはない。従っ
て，一般性を失うことなく θ = 0とする。さらに，あ
る特定の伝播方向 ϕ0の波を考えると，式 (1) の被積分
関数はすべて積分記号の外に出て容易に積分を実行で
きる。すなわち，式 (1)は，

S(r, ω;ϕ0) = 2πk exp[ikr cos ϕ0]h(ω, k, ϕ0) (5)

となる。ここで，変数 θは上記の理由により省略して
いる。中心点においては，式 (5)において r = 0と置
くことにより，

S(0, ω; ϕ0) = 2πkh(ω, k, ϕ0) (6)

が得られる。式 (5)を式 (6)で正規化すると 2地点間の
相関係数 ρ0(ω; r, ϕ0)は，

ρ0(ω; r, ϕ0) ≡
S(r, ω; ϕ0)
S(0, ω;ϕ0)

= exp[ikr cos ϕ0] (7)

と求められる。
さて，ここで，波が様々な方向からまんべんなく伝

播してくる，ということを表現するために，伝播方向
ϕ0 が区間 [−π, π)で一様分布する確率変数であると仮
定する。このとき，ϕの確率密度関数が 1

2π となること
を利用して，ρ0(ω; r, ϕ0)の平均を求めると，

E[ρ0(ω; r, ϕ)] =
∫ π

−π

exp[ikr cos ϕ]
1
2π

dϕ

= J0(kr) (8)

となる。式 (3)と (8)を比較すると，

E[ρ0(ω; r, ϕ)] = ρ(ω, r) = J0

(
ωr

c(ω)

)
(9)

が得られる。
以上より，様々な方向からまんべんなく伝播してく

る波をある特定の 2地点で同時観測し，その相関係数
の平均をとれば方位平均をとることなく空間自己相関
係数を求めることができることがわかる。
式 (9)はアンサンブル平均の意味での平均をとるこ

とによって空間自己相関係数を求めることができるこ
とを示しているが，実際の観測記録を用いてアンサン
ブル平均をとることは現実には不可能である。そのた
め，記録のエルゴード性を仮定し，記録を適当な区間
に分割し，各区間ごとに式 (4)によってクロススペク
トルの実部を求めてパワースペクトルで正規化して得
られた相関係数をすべての区間について算術平均をと
ることで空間自己相関係数を求める，という手順をと
ることになる。ただし，通常のスペクトルの計算で用
いられる振動数軸方向の平滑化は，ρ0(ω; r, ϕ)の確率
論的性質を議論する上で，式 (8)から予想される理論
上の性質とは別の確率論的性質を持ち込むことになる。
そのため，実際の微動の 2点同時観測記録を用いた空
間自己相関係数の計算では，平滑化は行わないで議論
を進める。

(3) 空間自己相関係数の確率密度関数
2地点での同時観測記録を用いて得られた空間自己相

関係数がどのような確率論的性質を有しているか，を
理論的に知っておくことは，2点同時観測のみで推定
された位相速度の妥当性を判断する上で重要である。
そこで，まず最初に，ρ0(ω; r, ϕ)の実部に関する確

率密度関数を誘導する。これは，式 (4)に見られる通
り，クロススペクトルの実部を使って空間自己相関係
数を求めるので，それに対応するものである。虚部に
ついても同様に求めることが可能であるが，ここでは
省略する。
式 (7)の実部を確率変数 ϕの関数として，改めて，

ρ< ≡ <{exp[ikr cos ϕ]} (10)

と書きなおし，ϕが区間 [−π, π)において一様分布する
確率変数とする。このとき，式 (10)の逆関数ϕ = g(ρ<)
を用いて ρ<の確率密度関数を求める。すなわち，ϕの
確率密度関数 (PDF) を fΦ(ϕ) = 1

2π，ρ< の PDF を
fP<(ρ<)とすると，fP<(ρ<)は，

fP<(ρ<) = 4 · fΦ(g(ρ<)) · dg(ρ<)
dρ<

(11)

によって求められる。ここで，以下のような理由によっ
て式 (11)に係数 4が含まれている。式 (10)の逆関数
ϕ = g(ρ<)は ϕのとりうるすべての値 [−π, π)に対し
て定義することができない。そこで，ϕ = g(ρ<)が 1
価関数となる区間 [0, π/2]においてのみ g(ρ<)を定義
して，式 (11)の右辺の微分を求め，式 (10)の対称性を
利用してこれを 4倍している。
式 (10)の逆関数は，ϕの区間 [0, π/2]において，

ϕ = cos−1

{
1
kr

cos−1 ρ<

}
(12)
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となる。このとき，式 (11)は，

fP<(ρ<) =
4
2π

1√
(1 − ρ2

<){(kr)2 − (cos−1 ρ<)2}
(13)

となる。ここで，ρ< のとりうる値の範囲は，開区間
(cos(kr), 1)である。

(4) 空間自己相関係数の平均と分散
続いて，ρ0(ω; r, ϕ)の平均と分散を求める。ρ0(ω; r, ϕ)

は複素数であるため実部と虚部に分けてそれぞれにつ
いて平均及び分散を求める。式 (13)のモーメントを直
接計算して平均や分散を求めることは簡単ではないた
め，式 (7)に戻って求める。平均については，既に，式
(9)において求められているため重複するが，実部と虚
部にわけて改めて計算した結果を示しておく。

ρ0(ω; r, ϕ)の実部と虚部について，それぞれ平均を
求めると以下のようになる。

E[<{ρ0(ω; r, ϕ)}] =
∫ π

−π

cos(kr cos ϕ)
1
2π

dϕ = J0(kr)

(14)

E[={ρ0(ω; r, ϕ)}] =
∫ π

−π

sin(kr cos ϕ)
1
2π

dϕ = 0 (15)

ここで，=[ · ]は虚部をとることを表している。上の
2 つの式は，当然のことながら，式 (9) と同じ結果で
ある。

ρ0(ω; r, ϕ)の分散を求めるために，その実部および
虚部の 2乗の平均をそれぞれ求めると，

E[<{ρ0(ω; r, ϕ)}2] =
∫ π

−π

cos2(kr cos ϕ)
1
2π

dϕ

=
∫ π

−π

1 + cos(2kr cos ϕ)
2

1
2π

dϕ

=
1
2
(1 + J0(2kr)) (16)

E[={ρ0(ω; r, ϕ)}2] =
∫ π

−π

sin2(kr cos ϕ)
1
2π

dϕ

=
∫ π

−π

1 − cos(2kr cos ϕ)
2

1
2π

dϕ

=
1
2
(1 − J0(2kr)) (17)

となる。これらを用いると，ρ0(ω; r, ϕ)の実部および
虚部の分散はそれぞれ，

V ar[<{ρ0(ω; r, ϕ)}] =
1
2
(1 + J0(2kr)) − {J0(kr)}2

(18)

V ar[={ρ0(ω; r, ϕ)}] =
1
2
(1 − J0(2kr)) (19)

となる。
後の議論において，ρ0(ω; r, ϕ)の実部の平均値J0(kr)

と式 (18)の分散について，観測値から統計的に求まる
分散と，平均値を使って式 (18)から理論的に求められ
る分散とを比較する。ただし，平均値が J0(kr)の関数

であるのに対して，分散は，J0(2kr)を含む関数である
ため，平均値から直接，分散を求めることはできない。
ベッセル関数の加法定理を用いて J0(2kr)を {Jn(kr)}2

(n = 0, 1, . . . ,∞)の無限級数に書き換えることは可能
であるが，上に述べたような比較のためにはあまり有
効な計算法とは言えない。そこで，次節の実データへ
の適用に当たっては，観測から求められた J0(kr) の値
から，観測値を満足する kr の値を求め，その値から
J0(2kr)を計算して統計量と比較する，という計算法を
採用する。

(5) 空間自己相関係数の導出法に関するコメント
本節では特定の方向に伝播する波を 2地点で同時観

測してその相関係数を求めて平均をとることにより空
間自己相関係数が得られることを示した。しかし，最
初，波の伝播方向を固定して扱った後，それを確率変
数として平均を求めるという手順が，式 (1)を評価す
る方法として本当に妥当であるかどうか，については
再考の余地があろう。この疑問に対して容易に答える
ことはできないため，本項ではこの問題について想定
される考察しておくべき項目のみを列挙して今後の検
討課題として残しておきたい。
最初からϕが確率変数である，と考えた場合に式 (1)

の右辺の積分が実行可能であるかどうか，という点が
最初の問題である。これについては，前項のプロセス
で問題はないと考えている。
しかし，微動の伝播方向が時間的に変動するような

状況を考える場合，ϕは時間的に変動するような確率
過程であると考えることができる。このように考える
と，ϕは，たとえばブラウン過程であると仮定して，式
(1)を白色雑音によって積分するというようなことを考
えなくてはならないであろう。その場合には，通常の
リーマン積分の枠組みで積分することができず，たと
えば，Itô積分のようなものを考慮する必要がある。こ
のようにして，式 (1)を評価したときにも式 (9)と同じ
結果になるのかどうか，については現時点では不明で
ある。
ある瞬間での伝播方向が 1つに限られる場合は，伝

播方向をブラウン過程として扱うことも可能である。
しかし，実際の微動は同時に様々な方向から伝播して
きている，ということのほうが一般的であろう。この
ような状況下では ϕを固定して式 (1)の被積分関数を
積分記号の外に出すことには問題がある。より一般的
な状態に対応可能なように式 (1)を直接積分する方法
についてはさらなる検討が必要であろう。
本論文では，このような理論上の問題が存在してい

ることを念頭においた上で，前項で述べたような枠組
みのなかで，実記録との対応について議論を進めてい
くこととする。

３．観測

前節で得られた 2地点の同時観測に基づく空間自己
相関係数が実際の観測記録においてどのように実現さ
れるか，を実観測記録を用いて検討する。様々な方向か

-1072-



図-2 観測場所と地形分類

ら微動が伝播しているという仮定が成立するのは，短
周期領域の微動であることが予測されるため，浅い部
分の地盤構造がわかっている地点において短周期の微
動観測を実施した。

(1) 観測場所
観測場所には，首都圏近郊で浅層のボーリングデー

タがある地点をリファレンスとして選んだ。また，手
法の適用先としてリファレンスとは地盤構造が異なる
ことが予想される地点をリファレンスの近くで 2ヶ所選
んだ。図-2に観測地点と周辺の微地形区分を示す。図
中，No.1のK-NET所沢 (所沢市立明峰小学校校庭)が
リファレンス地点であり，No.2の SK-net富士見 (富士
見市役所)および No.3の荒川河川敷は No.1とは異な
る地盤条件であることがわかる。

(2) 観測方法
観測システムとして，固有周期 2秒の動コイル型速

度計を 3成分 2セット用いて，No.1～3の各観測点ご
とに 3成分の 2地点同時観測を行った。観測にあたっ
ては，2セットの地震計の間の距離を変化させ，それぞ
れの地点で 4 種類の距離を設定して観測を行った。
記録は，すべての地震計の出力 (6成分)を有線で接

続し，適当なローパスフィルタおよび増幅機を介して
16bit 分解能のディジタルレコーダに信号を入力して
記録した。ローパスフィルタのカットオフ周波数は 10
Hz，減衰特性は−12 dB/oct.，サンプリング周波数は，
観測点間隔が 25m以下の場合 1 kHz，25 mを超える
場合は 500 Hzとした。また，記録時間は 15分以上で
ある。
地震計の位置はGPSによるディファレンシャル測位

によって決定し，2地点の相対位置は 10mm以内の精
度で決定している。また，やや長周期領域における風
の影響を避けるために図-3に示すように段ボール箱で

図-3: 地震計の設置状況 (No. 3 荒川河川敷)。段ボール箱は
風よけで，それぞれの箱に 1成分ずつ地震計がおかれている。
三脚は GPSのアンテナと端末。

風よけをしたうえで観測を行っている。
なお，地震計の設置時の特性を用いて後処理として

計器補正を行うために，地震計を設置するごとに 振り
子の自由振動とステップレスポンスを記録している。前
者については，シャント抵抗をはずした状態で自由振
動をさせ固有周期を測定し，また後者についてはシャ
ント抵抗を接続した状態で地震計のコイルに電流を流
したり止めたりすることで得られるステップレスポン
スの形状から減衰定数を求めている。ステップレスポ
ンスは，各観測の直前に 10回程度づつ記録し，得られ
た減衰定数の平均値を当該観測時の減衰定数として採
用している。
各観測地点における地震計の配置を図-4に示す。各

観測点ごとに固有のアルファベットを与え (No.1はM，
No.2はF，No.3はA)，3桁の数字と共に各地震計位置
のコード名を構成している。000は固定点として常に
同じ場所で観測を続け，0xxは移動点とし，000と 0xx
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図-4 各観測地点における地震計の位置
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図-5: 観測された時刻歴波形の例 (No.1のM000とM025に
おける上下動成分)

表-1 No.1 (K-NET所沢)の速度構造

S波速度 [m/s] 密度 [t/m3] 層厚 [m]

1 130 1.30 4.0

2 180 1.50 7.0

3 355 1.70 5.0

4 835 1.72 ∞

の 2地点で同時観測を行っている。このとき，xxは固
定点から移動点までのだいたいの距離 (メートル単位)
を表している。図中の横軸および縦軸は UTM座標で
ある。

(3) 解析
解析にあたっては，ステップレスポンスから振り子

の減衰定数を推定し，観測時に計測した振り子の固有
周期とあわせて，得られた微動記録の計器補正を行っ
ている。固有周期 2秒の地震計を用いているが，このよ
うにして計器補正を厳密に行うことで，約 8秒程度ま
では振幅，位相とも安定した記録を得られることを確
認している。以下の解析結果はいずれも，計器補正を
行って得られる地動速度に基づいて議論を行っている。
微動記録の解析では，No.1地点では約 16秒，その

他の地点では約 65秒のノイズが少ないと思われる区間
を各観測記録毎に 10区間程度ずつ切り出してフーリエ
変換を行い，フーリエスペクトルを求め，水平動と上
下動のスペクトル比を計算して H/Vを求めた。
また，同時に観測を行った 2地点の記録からクロス

スペクトルを求め，SPAC 法を適用して (ただし，方
位平均はとらない)，Rayleigh波の位相速度を求めた。
SPAC 法の適用にあたっては，H/V の計算と同様に，
各観測記録毎にノイズが少ないと思われる区間を 10区
間程度選んで，各区間ごとに同時に観測を行った 2地
点の記録のクロススペクトルを求め，式 (4)の被積分関
数の値をすべての区間について算術平均をとり，それ
を空間自己相関係数とした。ただし，算術平均をとる前
にスペクトルの計算において周波数軸方向に Hanning
フィルタを 5回かけて平滑化している。
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図-6: No.1 (K-NET所沢)における H/Vおよび位相速度と
その理論曲線

４．No.1地点における解析結果と考察

(1) H/Vと位相速度の推定
No.1 (K-NET所沢)地点は K-NETの観測点である

ため，工学的基盤面までのボーリングデータを参照す
ることができる。そこで，No.1地点における観測記録
をリファレンスとして，種々の検討を行う。
図-5に No.1の明峰小学校校庭における約 25m離れ

た 2つの観測点M000 とM025で同時に記録された微
動波形の一例を示す。長周期成分は位相がよくあって
いること，また短周期成分にも互いに対応する波群が
見られることが目視でもわかる。

No.1 地点の K-NET 所沢 (明峰小学校校庭) におけ
るボーリングデータによって，工学的基盤面までの速
度構造が明らかになっており，その速度構造は表-1に
示す通りである。表中の最下層の層厚は不明であるた
め，便宜上，∞と示している。表-1の速度構造を用い
て Rayleigh 波の ellipticity および位相速度を計算し，
観測記録と比較したものを図-6に示す。
この図より，観測から得られたH/Vや位相速度が理

論曲線とよく対応していることがわかる。方位平均を
とらない 2点のみの同時観測であっても，短周期領域
であれば位相速度の推定可能性が示唆される結果と言
える。ただし，No.1地点である明峰小学校での観測は，
観測時間が放課後になったため，生徒たちが校庭で縦
横無尽に遊んでおり，様々な方向からの微動がまんべ
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図-7: M000とM006における記録の空間自己相関係数。破
線は約 16 秒のノイズの少ない 9 区間から求めたもの (スペ
クトルの平滑化あり)，実線は約 2秒の 450区間を機械的に
切り出して求めたもの (スペクトルの平滑化なし)。

んなく到来する，という理論的に理想に近い状況であっ
たことも予想される。

(2) ρ< の平均
2点のみの観測であるため，上記の予想がどの程度正

しいかを直接確かめる方法はない。しかし，前節で述
べたように微動が様々な方向からまんべんなく到来し
ているとすれば，空間自己相関係数の確率分布や分散
を議論することで間接的ではあるが，ある程度この仮
定の妥当性を観測記録を元にして確かめることができ
る可能性がある。そこで，まず，式 (10)の ρ<を観測値
から直接計算してそのヒストグラムを求め，式 (13)の
確率密度関数とどの程度対応するか，を検討する。検
討にあたっては，M000とM006の記録を用いる。

M000とM006における同時観測記録は，小学生が地
震計の近くを歩いていたり，ボールを転がして遊んだ
りしているために，非常にノイズの多い記録になって
いる。しかし，地震計のすぐ横を歩くことで地面が傾
いて長周期成分のノイズがはいる，といったことはな
かったため，15分ほどの記録をすべて使って，機械的
に長さ約 2秒の 450個の区間に分割し，統計的な解析
に用いることとした。解析区間を 2秒としたのは，6m
のアレーによって位相速度が推定可能な周波数帯域が
5 Hzよりも短周期側であり，2秒の区間でフーリエ変
換を行っても十分な精度でスペクトルを推定できるこ
とと，統計的な解析を行うために実現値の数をできる
だけ多くとるためである。
各解析区間毎に式 (4)の被積分関数を計算すること

で，ρ<の 450個の実現値を得た。このとき，スペクト
ルの平滑化は行っていない。目視でノイズが少ないと
判断して選択した約 16秒の区間を使ってスペクトルの
平滑化を行って求めた空間自己相関係数と，2秒の区間
を機械的に切り出して平均をとったものが大きく違う
ようでは，記録の安定性に問題があることになるため，
念のため，両者を比較したものを図-7に示す。図中で
破線は 16秒区間の記録を用いてスペクトルの平滑化を
行って求めた空間自己相関係数，実線は 450個の 2秒
区間の記録の平均 (スペクトルの平滑化なし)によって
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(b) 約 12Hz

図-8 ρ< のヒストグラムと理論確率密度関数の比較

求めた空間自己相関係数である。
後者の計算結果は，高い周波数領域で一定値に収束

する様子が見られ，前者の計算結果とのずれも大きく
なる。しかし，図-6において 6mアレーから位相速度
が求められている周波数範囲は図-7の網掛けをしてい
る部分であることを考慮すると，この周波数範囲では
両者はよく対応していることがわかる。このことから，
記録に特別異常な区間が含まれておらず，かつ，平均
値としての空間自己相関関数を見る場合には平滑化の
有無はあまり問題ではないようである。

(3) ρ< のヒストグラム
次に，いくつかの周波数における ρ<のヒストグラム

と式 (13)の理論確率密度関数 (PDF)を比較する。図-8
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図-9 ρ< の標準偏差の理論値と統計量の比較

に 6, 9, 12 Hzでの ρ<のヒストグラムを示す。ここで，
理論 PDFを求める際には，E[ρ<]から J0(kr)の引数
krを推定し，その krを式 (13)に代入して求めている。
式 (13)が定義域の両端で発散するため，理論 PDFが
両端で途切れて表示されている。
関数値が発散する PDFに対する適切な適合度検定

をすることが難しいため，統計的手法による客観的判
断を示すことができないが，主観で判断すると，9, 12
Hz については，おおよそ理論 PDFと観測ヒストグラ
ムが整合しているように見える。一方，6 Hzでは定義
域の外側 (横軸の値が 0.557以下の範囲)に大きくヒス
トグラムがはみ出しており，理論との整合性は非常に
悪い。
以上より，「様々な方向からまんべんなく微動が到来

する」という仮定は短周期側ではおおよそ満足されて
いるが，長周期側では必ずしも満足されていないこと
が示唆される。

(4) ρ< の標準偏差
どのような領域で理論 PDFと統計的に求められる

分布形 (ヒストグラム)が対応するのかを見るために，
式 (18)から求められる

√
V ar[ρ<]の理論値を観測値か

ら統計的に求められる値とを比較する。図-9にその結
果を示す。この図中に網掛けで表した 8～14 Hzあたり
では，標準偏差の値がおおよそ対応しており，図-8で
見られた傾向と整合する。すなわち，ρ<のヒストグラ
ムが理論 PDFとだいたい対応しているものと予想さ
れる。この結果より，図-9において網掛けで示した周
波数範囲であれば，2地点の同時観測のみから求めら
れた位相速度が，信頼に足るものであるものと予想さ
れる。
異なる大きさのアレーについて同様の検討を行うと，

理論と統計量の対応がとれるものとそうでないものと
が混在しており，理論と統計量が整合する周波数帯域
が常に同じではなく，アレーの大きさに依存して異な
るようである。微動が「様々な方向からまんべんなく
到来する」という条件が，アレーのサイズに依存する，
というのは物理的には理解しにくいことである。また，
図-9の網掛けの範囲よりも短い周期帯において推定さ
れた位相速度も理論位相速度とそれほど大きな違いは
ないことにも注意が必要である。
これらのことは，単にPDFを議論するだけでは 2地
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(b) No.3 (荒川河川敷)

図-10 各観測地点での位相速度と理論分散曲線

点での同時観測から位相速度を推定することの可能性
の本質を理解できていないことを意味している。ρ<の
理論 PDFとヒストグラムの整合性がよい場合に，推
定された位相速度がある程度妥当な値となることは予
想できるものの，この条件は妥当な位相速度が推定さ
れるための必要十分条件ではないようである。今後は，
多地点同時観測によるアレー観測記録との比較も行い
ながら 2点同時観測による位相速度の推定法の適用範
囲について議論を深めていくことが必要である。

５．No.2 (SK-net富士見)地点および
No.3 (荒川河川敷)地点への適用例

No.1地点での解析から 2点の同時観測のみである程
度妥当な位相速度を推定可能であることが示されたが，
結局，どのような条件であれば適用可能か，という基
準を見いだすにはいたらなかった。しかし，短周期領
域であれば，ある程度は位相速度を推定できそうであ
るので，この手法を他の地点に適用してみた結果を示
しておく。
図-2からわかる通り，No.2 (SK-net富士見)は扇状

地，No.3 (荒川河川敷)は文字通り河川敷である。基盤
構造も西から東へ向かって深くなることが知られてお
り，No.1から東へ行くほど，いわゆる「地盤が悪くな
る」という傾向にあると考えられる。
各観測地点で推定された位相速度を図-10に示す。こ

の位相速度を満足する速度構造を推定した結果，表-2，

表-2 No.2 (SK-net富士見)において推定された速度構造

S波速度 [m/s] 密度 [t/m3] 層厚 [m]

1 130 1.30 5.0

2 170 1.50 19.0

3 330 1.70 25.0

4 835 1.72 ∞

表-3 No.3 (荒川河川敷)において推定された速度構造

S波速度 [m/s] 密度 [t/m3] 層厚 [m]

1 70 1.25 7

2 240 1.45 30

3 450 1.70 90

4 570 1.72 320

5 1300 1.80 ∞
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(b)深さ 60mまでの拡大図

図-11 各観測地点で推定された S波速度構造

3に示す構造が得られた。No.3 (荒川河川敷)では非常
に長周期領域まで位相速度が推定されているため，そ
れにあわせて深い構造まで推定している。
図-10では No.2 (SK-net富士見)地点の位相速度も

一応求められているように見えるが，実際には，空間自
己相関係数が全周波数帯域で不安定となっており，あ
まり信頼できる結果ではない。そのため，No.2地点の
速度構造を求めるに当たっては，No.1の層序を参考に
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して，観測結果と整合するようパラメータをごくわず
か変更してフォワード計算で速度構造を求めている。
一方，No.3 (荒川河川敷)地点では，比較的安定した

位相速度が計算され，かつ長周期領域まで安定して位
相速度が求められた。しかし，1秒よりも長周期側につ
いては，「いろいろな方向から微動が到来する」という
仮定がどの程度信頼できるかよくわからないため，得
られた位相速度をどこまで信用すべきかの指標が不十
分である。前節での議論では，空間自己相関係数の確
率論的性質が理論と整合するかどうかが，2点同時観
測から求められた位相速度の妥当性の判断基準になる
とは限らないことが明らかとなったため，この点につ
いて現時点で確たることを述べることはできない。た
だし，一般に，1秒よりも長周期領域で観測される脈動
の震源は海底にあると考えられており，同じような方
向から伝播してきていることが多く，「いろいろな方向
から微動が到来する」という仮定が常に成立するわけ
ではなさそうである，ということを指摘しておく。周
期帯から考えると第 4層まではある程度信頼できると
考えられるが，第 4層の厚さ，および第 5層の信頼性
は上記の理由により不明である。

No.1～No.3 の各地点での速度構造を図-11 に示す。
No.3に比して No.1および 2は非常に浅い構造までし
か求められていないので，表層から 60mまでを拡大し
たものをあわせて示している。この図によると，各観
測地点での地盤条件の定性的な違いが速度構造に反映
されており，結果が大幅に間違っているということは
ないものと期待される。

６．おわりに

微動の 2点同時観測のみによる簡易なアレー観測に
よって位相速度が推定可能かどうかに関連して，空間
自己相関係数が持つべき確率論的性質を解析的に誘導
した。また，得られた性質が実観測記録において見い
だされるかどうかを調べるために，地盤構造が明らか
な場所で微動の 2点同時観測を実施し，その記録から
空間自己相関係数および位相速度を推定した。
この結果，短周期領域において推定された位相速度

は，地盤構造から予想される理論分散曲線とよく対応
し，空間自己相関係数の方位平均をとらない場合でも，
短周期領域ではある程度妥当な位相速度を推定可能で
あることが示された。
しかしその一方で，空間自己相関係数の確率論的性

質を比較すると，位相速度の推定結果が妥当であって
も，必ずしも理論と統計量が対応するわけではなく，確
率論的性質の整合性が悪い場合があることが明らかと
なった。さらに，確率論的性質が整合する周波数帯域
がアレーのサイズに依存するといった物理的に理解し
にくい傾向も見られた。少なくとも，空間自己相関係
数の確率論的性質の理論値と統計量が整合する場合は
妥当な位相速度が推定されるようであるが，これは必
要十分条件ではない，と考えられる。
結局，現時点では，どのような状況であれば，2点

同時観測記録のみで位相速度の妥当な推定値が得られ

るのか，という肝心の点がはっきりしなかった。確率
論的性質をみることは無駄ではないが，それだけで妥
当性を判断することはできない，ということが本論文
での結論である。今後は，微動の多地点同時観測記録
を用いてより厳密な議論を行う必要があろう。
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A STUDY ON STOCHASTIC PROPERTIES OF AUTO-CORRELATION COEFFICIENTS

FOR MICROTREMOR DATA SIMULTANEOUSLY OBSERVED AT TWO SITES

Hitoshi MORIKAWA, Michihiro OHORI, and Kahori IIYAMA

We discussed the stochastic properties of the spatial auto-correlation (SPAC) coefficients for microtremor

data which are observed simultaneously at two sites. Usually, the SPAC method can provide the phase

velocities using the data observed simultaneously on circular array with four or seven sites. The method,

however, suggests analytically the possibility that we can estimate the phase velocities using only the data

observed simultaneously at two sites. To clarify the limitation of this idea, some mathematical analyses

are performed and stochastic properties of the SPAC coefficients are derived. Furthermore, the real data

of microtremors are applied to the above analytical results and the appropriateness is discussed.
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